
農地売買の手続が変わりました
公益財団法人徳島県農業開発公社
（徳島県農地中間管理機構）

これまで農地売買は３つの方法がありましたが、法改正に伴い、
令和７年度から以下のとおり変わりました。

出し手・受け手の相対
（基盤法）

廃 止

２

出し手・受け手の相対
（農地法）

継 続

３

農地中間管理機構を経由
（基盤法）

農地中間管理機構を経由
（機構法）

処理期間：３か月程度

１

区 分 機構法（徳島県の取扱） 農地法

出し手要件 売渡の相手方（受け手）が現にいること なし

受け手要件 ・担い手（認定農業者・認定就農者・基本構想水準
到達農業者）
・購入農地を含め、概ね１haの団地を形成すること

耕作目的の方

農地条件 ・農振農用地（青地）であること
・抵当権の設定がないこと（又は抹消予定）
・土地改良賦課金の未納がないこと

なし

契約相手 出し手⇔機構
受け手⇔機構

出し手⇔受け手

登記手続 機構 出し手・受け手
（又は司法書士）

事務手数料 あり（出し手0.5%受け手1.5%（下限1万円）） なし

譲渡所得の
特別控除

最大800万円の控除 なし

登録免許税の
軽減措置

課税標準×2%→1% なし

不動産取得税
の特別措置

課税標準の３分の１を控除 なし

手続等の違い（機構法と農地法）


	スライド 1: 農地売買の手続が変わりました

